
 

 

 

■実施状況                                            ＜令和８年６月時点＞ 

交付限度額 31 億 9981 万円     

うち令和７年度 交付決定額 19 億 3981 万円（61%） 

うち令和８年度 交付決定額 7 億 920 万円（22%） 

残額 5 億 5080 万円（17%） 

 

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆低所得世帯（非課税世帯）に対する物価高騰対応臨時生活支援給付金事業  事業費：３億８２５０万円  ※食料品特別加算を活用 

 低所得世帯（住民税非課税世帯）に対し、市民一人あたり 5,000 円の支援給付金を交付することで、食料費や光熱費等の負担軽減を図り、生活の安定を

図る。 

 

◆子育て世帯に対する物価高騰対応臨時生活支援給付金事業  事業費：５億６３５０万円  ※食料品特別加算を活用 

 子育て世帯に対し、市民一人あたり 5,000 円の支援給付金を交付することで、食料費や教育・子育て関連費用等の負担軽減を図り、子育て世帯の生活の

安定を図る。 

 

◆高齢者世帯に対する物価高騰対応臨時生活支援給付金事業  事業費：３億１９５０万円  ※食料品特別加算を活用 

 高齢者世帯に対し、市民一人あたり 5,000 円の支援給付金を交付することで、食料費や光熱費等の負担軽減を図り、生活の安定を図る。 

 

◆所得世帯等に対する物価高騰対応臨時生活支援給付金事業  事業費：７億３８５０万円  ※食料品特別加算を活用 

 市民全体に対し、市民一人あたり 5,000 円の支援給付金を交付することで、可処分所得の減少等による家計負担の軽減を図り、市民生活全体の安定を図

る。 

 

◆市立中学校給食費無償化臨時事業  事業費：４億８４５２万円  ※食料品特別加算を活用 

 市立中学校における給食費を無償化し、保護者の負担を軽減することで、学習・生活環境の安定を図る。 

 
 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
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